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（参考）価格変動後の⾦額の決定フロー
受注者 スライド協議にあたり、以下の書類を提出
□請求の対象品⽬及び対象材料の⼀覧表
□実際の購⼊⾦額（単価）、数量及び搬⼊時期が確認できる書類

（納品書・請求書・領収書）
□購⼊先を除く２社以上の⾒積書

＜提出する⾒積書の留意事項＞

・⾒積りの提出は、⼯期内の代表的な⽉（１か⽉以上）とし、
⼯事全期間の提出は要しない。

・⾒積りの有効期間は、実際の購⼊⾦額の単価と⽐較するため、
実際に「現場に搬⼊された⽉もしくは購⼊された⽉」を含む
ものとする。

・地域条件、⼯事材料の性質等より、購⼊先以外から⾒積りが
２社以上徴取できない場合は、近隣で対応可能な業者が限ら
れることを確認したうえで、実際の購⼊先への⾒積りも含め
るものとする。発注者 対象材料毎に価格変動後の⾦額を算定し、スライド額を決定する。

変動後の⾦額に採⽤する単価は、以下の⼿順で、決定すること。

＜①変動後の実勢価格の決定⽅法＞
・原則、当初設計と同⼀の単価
決定⼿法とし、対象材料が現場
に搬⼊された⽉の物価資料等の
単価とする。

・複数⽉に搬⼊がある場合は、⽉
毎の搬⼊数量に応じて加重平均
した単価とする。

価　格

採用順
設計時点での価格決定方法 スライド単価の決定方法

1 実施設計単価表による場合
当該月の実施設計単価表により

単価を設定する。

2 物価資料に掲載がある場合 当該月の物価資料により単価を設定する。

3 特別調査による場合

4 見積りによる場合

当初積算時の類似資材の物価変動率により算定す

ることができる。ただし、当該材料等の工事費全体に

占める割合が大きい場合は、発注者による見積りの

徴収、近隣工事における資材の調達状況の確認、ま

た、特別調査を行った調査機関への問い合わせを行
う等により、別途考慮する。

①発注者において変動後の実勢価格
（pʼ)を決定する。

②①の実勢価格（pʼ）を⽤いて
変動後の⾦額（Ｍ）を算定する。

受注者の購⼊⾦額が
②の(M )を下回っている

はい 受注者の購⼊額を
変動後の⾦額として採⽤

いいえ

受注者購⼊単価が⾒積書の単価
と⽐較したときに最も安価でない

はい ②で算出した
変動後の⾦額Mを採⽤

いいえ

受注者購⼊単価
≦(pʼ)×落札率(ｋ)×1.3

はい 受注者の購⼊⾦額を
変動後の⾦額として採⽤

いいえ

発注者において⾒積を徴収し
受注者の購⼊単価と⽐較して

妥当性があると
判断できる

はい

いいえ

特別に考慮すべき上昇
要因がある。

はい

いいえ

＜受注者購⼊単価との⽐較時の留意事項＞
・受注者購⼊単価が落札率ｋを乗じた
実勢単価の+30％以内であることを確認

＜発注者の⾒積り徴取の留意事項＞
・発注者が徴取する⾒積りは、受注者の
購⼊先や⾒積徴取先を除いた１社から
徴取する。

②で算出した
変動後の⾦額Mを採⽤

受注者の購⼊⾦額を
変動後の⾦額として採⽤

受注者の購⼊⾦額を
変動後の⾦額として採⽤

〈変動後の⾦額の確認⼿順〉

＜受注者が⾒積りを提出できない場合＞
・受注者の責によらず購⼊先以外の⾒積書
を提出できない場合は、発注者において
2社以上の⾒積書を徴取する。

・その徴取した⾒積書と受注者が提出した
⾒積書を⽐較することとする。
この時、発注者の⾒積りが最も安価で
あった場合は、受注者の購⼊⾦額を採⽤
することはできない。
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